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都法 60 巻 2 号（2020 年 1 月） 45


















































都法 60 巻 2 号（2020 年 1 月） 47
議論がなされてきた。
　この問題に対する一連の下級審裁判例の嚆矢となった公刊物登載の事案と思


















13）　名古屋地決昭和 54年 3月 30日（判タ 389号 157頁）、大阪地決昭和 56年 8月
10日（判例集未登載）、東京地判平成元年 3月 1日（判時 1321号 160頁）、東京地決
平成 2年 1月 11日（刑集 44巻 4号 392頁）〔最決平成 2年 6月 27日・刑集 44巻 4
号 385頁の原審〕、高松高判平成 12年 3月 31日（判時 1726号 130頁）など。





































































れるとする高裁判例として、東京高判平成 2年 8月 29日（判時 1374号 136
頁）があった 22）。同判決は、「自発的に採尿場所まで赴こうとしない被疑者を…









22）　なお、必要な処分説に立つ地裁決定として、函館地決昭和 60年 1月 22日（判
時 1144号 157頁）があった。
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る。







































































































31）　これに先立つ東京高判昭和 63年 11月 25日（判時 1311号 157頁）も、同様の見
解を示している。










































































34）　最決昭和 51年 3月 16日（刑集 30巻 2号 187頁）。

















































































本件に先立つ大阪高判平成 5年 10月 7日（判時 1497号 134頁）も同様の判断を示
している。さらに、東京高判平成 15年 8月 28日（判例集未登載・永井・前掲論文
216頁）も参照。








































































































































47）　なお、この問題に関しては、大阪高判平成 30年 9月 11日（裁判所ウェブサイ
ト）、東京高判平成31年1月15日（LLI/DB:L0742003）も参照。

